
款 項 目

【施策遂行の目的】

【 施 策 の 実 績 】

【 施 策 の 効 果 】

関連施設におけるコロナ感染者の増加　30人未満達成

前年度まで

国県支出金 そ　の　他

6,636 6,600

＜コロナ対策＞ （新規）

公共施設光ファイバ整備事業 R4 6,636 36

事　　　業　　　名

全体計画 予　　算　　執　　行　　状　　況　　（千円）

計画年度 事業費 事業費 予算額 決算額
財　　源　　内　　訳

地　方　債 一般財源

　新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、通信環境整備を行うことにより、外部講師等とWEBミーティングツール
で繋がり、オンライン講座等を行うなど、各拠点間でオンラインによる活動を可能にすることで、コロナの感染拡大防止を
図る。

アクセスポイント設置（役場本庁２階中会議室） WiFiルーターLANケーブル配線（役場本庁電算室）

アクセスポイント設置（町民センター） アクセスポイント設置（宇田郷支所）

※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
　　　光ファイバ引き込み工事及び無線AP設置工事　　　６，６３６，３００円　（工期　R５．１．２０～R５．３．３１）

施　　　策　　　名 公共施設光ファイバ整備事業＜コロナ対策＞ 所属 総務課

決 算 書 款 項 目 　２．総務費 　１．総務管理費 ２．財産管理費　他



款 項 目

【施策遂行の目的】

【 施 策 の 実 績 】

【 施 策 の 成 果 】

・新型コロナウイルスのワクチンを集団接種会場へ輸送

・職員のコロナ感染者の増加　10人未満達成

前年度まで

国県支出金 そ　の　他

2,890 2,800

＜コロナ対策＞ （新規）

一般財源

感染症対策用公用車購入事業 R４ 2,890 90

事　　　業　　　名

全体計画 予　　算　　執　　行　　状　　況　　（千円）

計画年度 事業費 事業費 予算額 決算額
財　　源　　内　　訳

地　方　債

　新たに公用車を購入し、新型コロナウイルスのワクチンや検体輸送、濃厚接触者の搬送に使用するなど、新型コロナウ
イルス感染拡大防止を図る。

CX-30　納車時

※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
　　　備品購入費等　２，８９０，０３０円　山口マツダ（株）

施　　　策　　　名 感染症対策用公用車購入事業 所属 総務課

決 算 書 款 項 目 　２．総務費 　１．総務管理費 　２．財産管理費



款 項 目

【施策遂行の目的】

【 施 策 の 実 績 】

　　○みどり保育園備品購入

　　　　　 ・みどり保育園食洗器購入

【 施 策 の 成 果 】

・保育施設でのコロナ感染者なし

前年度まで

国県支出金 そ　の　他

633 633みどり保育園備品購入事業
＜コロナ対策＞

Ｒ４ 633

（新規）

事　　　業　　　名

全体計画 予　　算　　執　　行　　状　　況　　（千円）

計画年度 事業費 事業費 予算額 決算額
財　　源　　内　　訳

地　方　債 一般財源

　新型コロナウイルス感染症対策として、保育園の給食に使用する食器を清潔に保つため、食洗器を購入し設置
した。

632,500円

施　　　策　　　名 みどり保育園備品購入事業＜コロナ対策＞ 所属 健康福祉課

決 算 書 款 項 目 　３．民生費  ２．児童福祉費 　２．保育所運営費



款 項 目

【施策遂行の目的】

【 施 策 の 実 績 】

【 施 策 の 成 果 】

　・コロナで低迷した町内の商店で3000万円以上の経済効果を達成

前年度まで

国県支出金 そ　の　他

33,356 33,300

　　○応援券利用実績30,392,000円　（利用率98.42％）

施　　　策　　　名 　町内事業所V字回復応援券交付事業＜コロナ対策＞ 所属 まちづくり推進課

決 算 書 款 項 目 　７．商工費 　１．商工費 　１．商工政策費

　町内事業所店舗で使用できる町内事業所Ｖ字回復応援券を交付することで、コロナ禍で低迷した町内事業所の消費の
Ｖ字回復を図るとともに、町民の家計を支援し、地域経済の活性化を図る。

　　○１人10,000円（500円券×20枚）応援券を全町民3,088人に交付。　（商品券総額30,880,000円）

　　○取扱店は、町内にある大型店舗（サンマート、ウォンツ）を除く商工会加盟店とJA小売店　（33店舗）

事　　　業　　　名

全体計画 予　　算　　執　　行　　状　　況　　（千円）

計画年度 事業費 事業費 予算額 決算額
財　　源　　内　　訳

地　方　債 一般財源

（新規）

町内事業所V字回復
応援券交付事業
＜コロナ対策＞

R4 34,080 56



款 項 目

【施策遂行の目的】

【 施 策 の 実 績 】

　○設計監理業務委託料　4,400,000円

　○物販棟改修工事費　40,078,500円

【 施 策 の 成 果 】

・道の駅施設に係るコロナ感染者の増加30人未満を達成

前年度まで

国県支出金 そ　の　他

44,479 32,712

施　　　策　　　名 　道の駅改修事業＜コロナ対策＞ 所属 まちづくり推進課

決 算 書 款 項 目 　７．商工費 　１．商工費 　３．道の駅産業振興費

　新型コロナウイルス感染症予防対策及び低迷した客足や消費の回復のために、本町の産業拠点である道の駅施設の
人の往来を円滑にする改修を実施し、人の流れの改善を図り、生産者支援を行う。直売所出荷場所の構成変更、事務所
や休憩室の拡張により、出荷者やスタッフのスペースを確保することで、人の交錯を避け、作業の効率化を図ることで感
染予防と生産性を高めていく。
　また、売り場や外構など来客者のスペースを整備し、滞在場所を確保することで、物理的に人との距離をとり感染予防
をしつつ、コロナ禍においてもより多くの集客と滞在時間の延長につなげ、施設での消費を拡大させる。

　　①舗装樹脂補強、②事務所拡張、授乳室移設、③休憩室拡張、④ストックヤード補強、
　　⑤成果搬入口拡張、その他：フェンス、階段ほか

事　　　業　　　名

全体計画 予　　算　　執　　行　　状　　況　　（千円）

計画年度 事業費 事業費 予算額 決算額
財　　源　　内　　訳

地　方　債 一般財源

道の駅改修工事　<再掲> R4 44,479 11,700 67

＜コロナ対策＞ （新規）

①

②

③

④

⑤



款 項 目

【施策遂行の目的】

【 施 策 の 実 績 】

近鉄タクシー奈古待機所の運行再開に係る運行経費から運賃収入を除いた部分について補助を行う。

○運行再開日・・・令和４年６月２０日

○運行日時　・・・毎週月・水・金曜日　８：００～１２：００

○運行実績

月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

計

【 施 策 の 成 果 】

・町内で唯一のタクシー会社の事業継続となる。

・タクシー利用者数1,000人以上を達成

前年度まで

国県支出金 そ　の　他

1,614 1,300

＜コロナ対策＞

タクシー運行補助事業 R4 1,800 314

1,073 800,400 1,613,908

事　　　業　　　名

全体計画 予　　算　　執　　行　　状　　況　　（千円）

計画年度 事業費 事業費 予算額 決算額
財　　源　　内　　訳

地　方　債 一般財源

112 71,200 178,556

111 70,870 220,512

96 85,570 184,999

86 49,040 179,903

112 77,610 172,146

117 81,110 168,646

144 122,580 168,802

124 94,260 134,683

40 33,270 70,795

131 114,890 134,866

　新型コロナの影響による利用者の減少や、燃料高騰などの影響により継続困難となった町内唯一のタクシー待機所の
運行を支援し、子どもや高齢者など生活弱者の交通手段を確保する。

人員 運賃 補助額

施　　　策　　　名 　タクシー運行補助事業＜コロナ対策＞ 所属 まちづくり推進課

決 算 書 款 項 目 　２．総務費 　１．総務管理費 　７．企画総務費



款 項 目

【施策遂行の目的】

【 施 策 の 実 績 】

○ 補助対象者 ①農業：10アール以上の農地を耕作し、かつ購入した肥料等を使用する作物を生産した事業者

○補助要件 ①農業については肥料等：1,000円/10アール以内

②畜産業については飼料：購入価格の10/100以内

③林業、水産業については燃油：令和元年の同時期の平均燃油価格と比較した価格高騰分

※補助金額の上限、法人100万円、個人50万円

○支給実績 ①農業：98件、4,132,000円

②畜産業：3件、2,079,000円

③林業：2件、297,000円

④水産業：49件、2,492,000円

【 施 策 の 成 果 】

・事業を廃止した漁業者　5人未満達成

・事業を廃止した農林畜産業者　5人未満達成

前年度まで

国県支出金 そ　の　他

9,000 8,900原油価格・物価高騰対策支援
補助金

＜コロナ対策＞

Ｒ４ 10,900

予算額 決算額
財　　源　　内　　訳

地　方　債

100

（新規）

　新型コロナウイルス感染症対策として、コロナ禍における原油価格・資材価格高騰に伴い、経営に大きな影響を受け
ている第１次産業事業者の支援を行い、経営の安定を図る。

②畜産業：令和３年中における販売額が10万円以上で、家畜を飼養するために飼料を購入した事
業者

③林業：令和３年中における販売額が10万円以上で、施業のために使用する燃油を購入した事業
者

④水産業：令和３年中における販売額が10万円以上で、出漁のために使用する燃油を購入した事
業者

一般財源

事　　　業　　　名

全体計画 予　　算　　執　　行　　状　　況　　（千円）

計画年度 事業費 事業費

施　　　策　　　名 原油価格・物価高騰対策支援補助金＜コロナ対策＞ 所属 　　　農林水産課

決 算 書 款 項 目 　６．農林水産業費
１．農業費　２．林業費
３．水産業費

３．農業政策費　１．林業政策費
１．水産業政策費



款 項 目

【施策遂行の目的】

【 施 策 の 実 績 】

【 施 策 の 成 果 】

・事業を廃止した事業者（農林水産業者を除く）　5者未満達成

前年度まで

国県支出金 そ　の　他

11,513 11,500

施　　　策　　　名 　原油価格・物価高騰対策支援補助金＜コロナ対策＞ 所属 まちづくり推進課

決 算 書 款 項 目 　７．商工費 　１．商工費 　１．商工政策費

○支給実績　　　法人　19件　　10,695,000円

　新型コロナウイルス感染症対応として、コロナ禍における原油価格・物価高騰に伴い、経営に大きな影響を受けている
事業者の支援を行い、経営の安定を図る。

○補助対象者　　①令和４年10月１日現在、町内に事業所を有する法人及び個人

　　　　　　　　②今後も事業継続の意思を有する事業者

　　　　　　　　③前年の売上または決算額が50万円以上

○補助要件　　　①令和４年４月～12月に支払った事業の用に供する燃料、電気代を補助

　　　　　　　　②補助率　　・ＬＰガスを除く燃料代　14/100

　　　　　　　　　　　　　　・ＬＰガス代　４/100

　　　　　　　　　　　　　　・電気料　12/100

　　　　　　　　※補助金額が法人２万円以上、個人１万円以上で支給

　　　　　　　　個人　17件　　　 818,000円

事　　　業　　　名

全体計画 予　　算　　執　　行　　状　　況　　（千円）

計画年度 事業費 事業費 予算額 決算額
財　　源　　内　　訳

地　方　債 一般財源

R4 14,000 13原油価格・物価高騰対策
支援補助金

＜コロナ対策＞ （新規）



款 項 目

【施策遂行の目的】

【 施 策 の 実 績 】

【 施 策 の 成 果 】

前年度まで

国県支出金 そ　の　他

23,731 18,287

　・交付した商品券の使用目標80%以上を達成し、コロナ禍における物価高騰の影響を受ける町民家計支援の一助となっ
た。

　○商品券利用実績21,281,500円　（利用率99.19％）

施　　　策　　　名 　原油価格・物価高騰対策商品券交付事業＜コロナ対策＞ 所属 まちづくり推進課

決 算 書 款 項 目 　７．商工費 　１．商工費 　１．商工政策費

　町内事業所で利用できる商品券を全町民に交付することで、新型コロナウイルス感染拡大及び原油価格・物価高騰に
よる町民の家計負担増を軽減し、生活の支援を図る。

　○1人7,000円（500円券×14枚）応援券を全町民3,065人に交付。　（商品券総額21,455,000円）

　○取扱店は、町内の商工会加盟店とJA小売店　（36店舗）

事　　　業　　　名

全体計画 予　　算　　執　　行　　状　　況　　（千円）

計画年度 事業費 事業費 予算額 決算額
財　　源　　内　　訳

地　方　債 一般財源

（新規）

原油価格・物価高騰対策
商品券交付事業
＜コロナ対策＞

R4 24,513 5,444



款 項 目

【施策遂行の目的】

【 施 策 の 実 績 】

【 施 策 の 成 果 】

・コロナ禍における物価高騰の中、給食費の値上げを0円に抑え、子育て家庭の家計支援の一助となった。

前年度まで

国県支出金 そ　の　他

164 164

施　　　策　　　名 阿武町原油価格・物価高騰対策給食費負担支援事業＜コロナ対策＞ 所属 　　　教育委員会

決 算 書 款 項 目 　１０．教育費 　２．小学校費 　３．給食センター費

 原油価格・物価高騰対策援として、子育て世帯の家計負担を軽減する

　事業費　　　１６３，９６０円

　事業内容　 物価高騰により給食費を５円値上げ、その上昇分を給食会計に補助する
　　　　　　　　５円×３２，７９２回分（１８０人分）

事　　　業　　　名

全体計画 予　　算　　執　　行　　状　　況　　（千円）

計画年度 事業費 事業費 予算額

阿武町原油価格・物価高騰
対策給食費負担支援事業

＜コロナ対策＞ 新規

決算額
財　　源　　内　　訳

地　方　債 一般財源

R４ 1,800



款 項 目

【施策遂行の目的】

【 施 策 の 実 績 】

【 施 策 の 成 果 】

・省エネ家電等の買い換え世帯目標60世帯以上を達成

前年度まで

国県支出金 そ　の　他

7,519 3,298

施　　　策　　　名 　省エネ家電製品等購入補助金＜コロナ対策＞ 所属 まちづくり推進課

決 算 書 款 項 目 　７．商工費 　１．商工費 　１．商工政策費

○支給実績　　　申請件数　179件(世帯)　　補助総額　7,518,600円

　コロナ禍において電気・ガス・食料品等価格高騰の影響を受ける町民の家庭におけるエネルギー費用負担を軽減する
ため、省エネ性能の優れた家電製品等への買換えを支援する。

○補助対象者　　①町内に住所を有する者

　　　　　　　　②町税等を滞納していない者、暴力団等ではない者

　　　　　　　　③本人又は本人と同一世帯で生活する者がこの補助金の交付を受けていない者

○補助要件　　　①対象家電

　　　　　　　　　エアコン、冷蔵庫、テレビ、洗濯乾燥機、照明器具、高効率給湯器

　　　　　　　　　※11月26日から2月28日までに省エネ目的で購入又は発注したもの
　　　　　　　　　※阿武町及び萩市にある店舗又は事業所で購入したもの
　　　　　　　　　※一個あたりの単価が税込3,000円以上で、かつ合計額税込5,000円以上
　　　　　　　　　※JIS C9901に基づく省エネ基準達成率100％の製品（洗濯乾燥機、照明器具、
　　　　　　　　　　高効率給湯器は除く）
　　　　　　　　　※洗濯乾燥機はヒートポンプ式のもの
　　　　　　　　　※照明器具はLED照明への買い換え
　　　　　　　　　※高効率給湯器
　　　　　　　　　　●電気ヒートポンプ給湯器
　　　　　　　　　　　　JIS C9220に基づく年間給湯保温効率又は年間給湯効率が3.0以上
　　　　　　　　　　●潜熱回収型ガス給湯器、潜熱回収型石油給湯器
　　　　　　　　　　　　給湯部熱効率が94％以上
　　　　　　　　　　●ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯器
　　　　　　　　　　　　ア．熱源設備として電気式ヒートポンプと潜熱回収型ガス機器を併用
　　　　　　　　　　　　　　するシステム
　　　　　　　　　　　　イ．貯湯タンクを持つもの
　　　　　　　　　　　　ウ．電気ヒートポンプの効率は中間期のCOPが4.7以上
　　　　　　　　　　　　エ．ガス機器の給湯部熱効率が94％以上
　　　　　　　　　※設置等の工事に要する費用は対象
　　　　　　　　　※中古品、リース品、事業用のものは対象外

　　　　　　　　②補助率

　　　　　　　　　購入額の1/2（100円未満切捨て）、補助上限50,000円

　　　　　　　　　エアコン　54件、冷蔵庫　44件、テレビ　30件、洗濯乾燥機　7件、
　　　　　　　　　照明器具　37件、高効率給湯器　17件

事　　　業　　　名

全体計画 予　　算　　執　　行　　状　　況　　（千円）

計画年度 事業費 事業費 予算額 決算額
財　　源　　内　　訳

地　方　債 一般財源

R4 10,000 4,221省エネ家電製品等
購入補助金

＜コロナ対策＞ （新規）



款 項 目

【施策遂行の目的】

【 施 策 の 実 績 】

【 施 策 の 成 果 】

前年度まで

国県支出金 そ　の　他

20,177 20,000

　・交付した商品券の使用目標80%以上を達成し、コロナ禍における物価高騰の影響を受ける町民家計支援の一助となっ
た。

　　○応援券利用実績18,023,500円　（利用率98.39％）

施　　　策　　　名 　電気・ガス・食料品等価格高騰対策商品券交付事業＜コロナ対策＞ 所属 まちづくり推進課

決 算 書 款 項 目 　７．商工費 　１．商工費 　１．商工政策費

　町内店舗等で利用できる商品券を全町民に交付することで、コロナ禍における電気・ガス・食料品等価格高騰による町
民の家計負担増を軽減し、生活の支援を図る。

　　○１人6,000円（500円券×12枚）応援券を全町民3,053人に交付。　（商品券総額18,318,000円）

　　○取扱店は、町内の商工会加盟店とJA小売店　（36店舗）

事　　　業　　　名

全体計画 予　　算　　執　　行　　状　　況　　（千円）

計画年度 事業費 事業費 予算額 決算額
財　　源　　内　　訳

地　方　債 一般財源

（新規）

　電気・ガス・食料品等価格
高騰対策商品券交付事業

＜コロナ対策＞

R4 21,006 177



款 項 目

【施策遂行の目的】

【 施 策 の 実 績 】

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽPCR検査機器一式

【 施 策 の 成 果 】

・コロナ感染症の早期判明に繋がり、感染拡大防止の一助となった。

前年度まで

国県支出金 そ　の　他

2,079 2,079新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽPCR検査
機器購入事業

　＜コロナ対策＞

R４ 2,124 0

（新規）

事　　　業　　　名

全体計画 予　　算　　執　　行　　状　　況　　（千円）

計画年度 事業費 事業費 予算額 決算額
財　　源　　内　　訳

地　方　債 一般財源

一式 1,463,000

検査キット（24テスト分） 4箱 616,000

　新型コロナウイルスPCR検査機器を購入し、齋藤医院に無償貸与し、新型コロナウイルス感染を早期に判定すること
で、クラスター等の感染症対策に役立てる。

購入物品 数量 金額（円）

施　　　策　　　名 　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽPCR検査機器購入事業＜コロナ対策＞ 所属 健康福祉課

決 算 書 款 項 目 　４．衛生費 　１．保健衛生費 　５．保健事業費

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽPCR検査機器一式


